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１　事業の概要

２　今後の事業の方向性

達成状況
の分析

①市町村が行う介護予防等の取組の支援の推進により、令和元年度の調整済み認定率は13.9％で全国順位２位を維持し、目標
を達成できた。
②要介護（要支援）認定者のうち自宅または地域で暮らしながら介護サービスを受けている者の割合について、施設整備の進
展で施設入所者数が微増したこと等により目標にわずか届かなかったが、着実に増加しつつある。

主な取組

○地域包括ケア体制の構築・介護予防等の推進
・地域包括ケア構築推進事業
　地域ケア会議の運営支援、中山間地域における訪問系介護サービス提供体制の確保支援、24時間在宅でケアを
受けられる仕組みづくり、市町村の個別・具体的な課題に応じた伴走型による支援等を実施
・生活支援・介護予防推進サポート事業
　地域における支え合い体制づくりのための生活支援コーディネーターの養成研修や、介護予防・重度化防止に
資する住民主体の通いの場の推進のための研修、市町村におけるフレイル予防プログラムの導入支援等を実施

○介護保険施設等の整備
・老人福祉施設等整備事業
　特別養護老人ホームの創設１件・改築１件、養護老人ホームの改築１件に対して補助
・地域医療介護総合確保基金事業
　地域密着型介護施設等の整備20件、施設の開設準備27件等に対して補助

今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

課　　題　　等 今後の方向性

21.50 21.80

33,001,27631,108,571

職員数（人）

第７期長野県高齢者プランに基づいて取組を実施するとと
もに、高齢者生活・介護に関する実態調査の結果等を踏ま
え、第８期長野県高齢者プランを的確に策定し、地域包括
ケア体制の深化・推進を図る。

地域包括ケア体制の構築は進みつつあるが、市町村ごと取組状況
に差があることから、市町村の地域包括ケア体制の構築状況を踏
まえた支援を行う必要がある。

5-1 多様性を尊重する共生社会づくり

34,165,321

成果指標
設定理由

① 介護予防（フレイル対策）の推進を評価する指標に適しているため。（第７期長野県高齢者プラン目標）
② 介護が必要な高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けられる体制づくりの進捗状況を評価する指標に適しているため。（第
７期長野県高齢者プラン目標）

合計（A) 31,233,696

総合的に展開する
重点政策

3-6 中山間地域での暮らしの価値の再発見

H29年度

事業の現状
・目指す姿
(予算編成時)

【現　　状】
○性・年齢調整を行った調整済み要介護（要支援）認定率は都道府県の中で低い方から２番目となっている。
○居宅の要介護（要支援）認定者のうち施設等への入所希望者が19.8%であるのに対し、53.8％の者は可能な限
り自宅で生活したいと考えていることから、引き続き地域包括ケア体制の構築に向けた取組を推進する必要があ
る。（H28高齢者生活・介護実態調査）

【目指す姿】
○日常生活をおくるのに手助けが必要になっても、できる限り住み慣れた自宅や地域で自分らしく安心して暮ら
し続けられる地域包括ケア体制の確立を目指す。

【実施内容】
地域包括ケア構築推進事業、生活支援・介護予防推進サポート事業、地域医療介護総合確保基金事業など

区分（単位：千円） H30年度 R１年度

No 成果指標

1

4-3 医療・介護提供体制の充実

4-2 ライフステージに応じた健康づくりの支援

51,047前年度繰越

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検

kaigo-shien@pref.nagano.lg.jpE-mail

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標 健康寿命

課・室

事業番号 05 08 01 事業改善シート （令和元年度実施事業分）

事　業　名 地域包括ケア体制の推進＜介護＞
部局 健康福祉部

実施期間 S48

介護支援課

指標及びその達成状況　[ ↗ ：改善 、↘ ：悪化 、→ ：変化なし ］

事
 

業
 
コ
 

ス
 
ト

4

要介護（要支援）認定率
の全国順位（低い順）※
調整済み認定率

3

2

要介護（要支援）認定者
のうち自宅または地域で
暮らしながら介護サービ
スを受けている者の割合

達成

未達成

達成状況

82.5%

２位
（14.3%）

82.9%

上位
２位

（14.1%）

82.6%

目標値H30年度 R１年度

２位
（13.9%）

82.7%

30,725,222

34,216,368

508,474

 決　算　額（B）

予
算
額

現計予算

うち一般財源 29,270,920 30,585,961
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3

1

高齢者生活・介護に関
する実態調査事業

委託
次期長野県高齢者プランを的確に策定するため、高齢者の生活実態等
を調査
　【委託先：（株）サーベイリサーチセンター静岡事務所】

地域包括ケア構築推進
事業費

直接

委託

補助金

委託

補助金

直接

委託

高齢者虐待防止事業費 直接

・24時間在宅ケアサービス推進事業
　24時間在宅ケアサービスの仕組みづくりを推進するため、事業所へ
のアドバイザー派遣やセミナーの開催等を実施
　【委託先：（一社）24時間在宅ケア研究会】

・宅幼老所機能強化事業
　地域の身近な福祉拠点としての宅幼老所の機能強化を図るための研
修の実施を支援
　【補助件数：１件、補助総額：557千円】

直接

直接

・地域包括ケア体制構築状況「可視化」事業
　地域包括ケア体制の構築状況を明確にするため、全日常生活圏域
（166）ごと調査・分析
　【委託先：（特非）ＳＣＯＰ】

2

・地域包括ケア市町村伴走型支援事業
　市町村の取組を個別・具体的に支援するため、有識者等を派遣
　【支援市町村：５町村】

・中山間地域介護サービス提供体制確保モデル事業
　中山間地域の介護サービス提供体制を確保するため、モデル事業と
して事業所の移動コスト等を補助
　【補助件数：７モデル自治体、補助総額：6,598千円】

・在宅医療・介護連携推進支援事業
　市町村における在宅医療・介護連携推進事業の円滑な実施等を支援
するため、研修会を実施
　【研修会の開催：３回】

高齢者虐待の予防や高齢者等への適切な援助が提供される体制を整備
するため、研修会の開催や専門職チームを派遣
　【研修会の開催：４回、専門職チームの派遣：４回】

・地域ケア会議サポート事業
　地域ケア会議の多職種連携等を推進するため、専門職等を市町村へ
派遣
　【派遣回数：５回延べ６人】

・地域包括ケア推進研修事業
　地域包括支援センターと地域ケア会議の機能強化を図るため、研修
会を実施
　【研修会の開催：１回（直営）、４回（委託）】
　【委託先：（特非）ＳＣＯＰ】

部局事　業　名 地域包括ケア体制の推進＜介護＞

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検

細事業名

事業番号 05 08 01 細事業一覧 （令和元年度実施事業分）

健康福祉部 課・室 介護支援課

1
11,720 23,612

千円

Ｈ30年度
決　算

Ｒ１年度
決　算

令和元年度　実施内容（実績）

千円
地域・在宅ケア推進事業費

細事業
No.

No.
実施
方法

細事業を構成する主な取組
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要介護認定の公平・公正な実施のため、介護認定審査会委員、認定調
査員及び主治医に対する研修を実施
　【介護認定審査会委員研修９回、認定調査員研修５回、主治医研修
６回】

審査請求の審理・裁決を行うための介護保険審査会を運営
　【審査会の開催：４回、裁決３件】

交付金
63保険者の地域支援事業に要する費用の一部を交付
　【交付総額：1,620,472千円】

No.

5 保険者支援事業

直接
・保険者に対して必要な助言・支援を行うため、会議等を開催
　（新型コロナウイルス感染症の影響により中止）

直接
・介護保険財政広域化研究事業
　介護保険財政の安定化を図るため、広域化の実施に向けて研究
　【研究会の開催：４回】

7

6

介護認定審査会委員等
研修事業

介護保険審査会運営事
業

2
介護給付費負担金交付
事業

負担金
63保険者の介護給付及び予防給付に要する費用の一部を負担
　【負担総額：27,173,992千円】

3
地域支援事業交付金事
業

細事業
No.

2

補助金

直接

直接

直接

直接

補助金

・介護予防の推進に資するリハビリテーション専門職育成事業
　介護予防を推進するため、指導者となる専門職を育成する取組を支
援
　【補助件数：２件、補助総額640千円】

・介護予防ケアマネジメント研修
　総合事業のサービスを適切に提供するため、介護予防ケアマネジメ
ントの能力向上研修を実施
　【研修会の開催：２回】

・介護予防推進モデル事業
　フレイル予防等に関する市町村の取組成果を県下一律の基準で評価
するため、評価指標を研究
　【検討会の開催：１回】

・フレイル予防市町村モデル事業
　フレイル予防を推進するため、フレイル予防プログラムの導入を図
る市町村を支援
　【補助件数：１モデル自治体、補助総額：1,053千円】

・介護給付適正化推進事業
　介護給付の適正化を図るため、縦覧点検、研修、ケアプラン点検等
の支援を実施
　【委託先：長野県国民健康保険団体連合会、（特非）長野県介護支
援専門員協会】

1
生活支援・介護予防推
進サポート事業

直接

委託

直接

・生活支援コーディネーター養成研修事業
　生活支援体制づくりを推進するため、生活支援コーディネーターの
養成等の研修会を実施
　【研修会の開催：２回】

・介護予防等推進研修事業
　介護予防（フレイル予防）を推進するため、市町村等を対象とした
研修会を実施
　【研修会の開催：１回】

細事業名
Ｈ30年度 Ｒ１年度
決　算 決　算

細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

介護保険運営事業費
28,204,959 28,824,460

千円 千円

介護保険財政安定化基
金運営事業

4

・積立事業
　貸付金の返還金及び運用益の基金への積立て

・貸付事業
　介護保険事業を運営する財源に不足が生じた保険者に対して資金を
貸し付け
　【貸付件数：１件、貸付総額：9,800千円】

直接

貸付金
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・介護保険指定機関等管理システムの保守
　【委託先：ニッセイ情報テクノロジー（株）】

細事業
No.

細事業名
Ｈ30年度

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

事業者適正化支援事業1

・介護職員処遇改善加算等取得促進支援事業
　介護職員の処遇改善を図るため、事業所の加算取得を支援
　【委託先：（公財）介護労働安定センター長野支部】

・介護報酬改定等が円滑に行われるよう、介護職員等特定処遇改善加
算説明会を開催
　【開催回数：２回】

・介護保険指定機関等管理システムの改修
　介護報酬改定等に対応するためのシステムの改修
　【委託先：ニッセイ情報テクノロジー（株）】

Ｈ30年度 Ｒ１年度

千円

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

決　算

4 介護保険人材養成事業費
3,885 3,886

千円

Ｒ１年度
決　算

細事業
No.

細事業名
決　算 決　算

5 老人福祉施設等整備事業費
760,335 124,759

補助金

介護基盤の充実を図るため、特別養護老人ホーム等の整備を支援
　【広域型特別養護老人ホーム（創設1件・改築1件）、養護老人ホー
ム改築1件）】
　【補助総額：124,759千円】

1
介護支援専門員資格登
録管理事業

直接
介護支援専門員の質の確保を図るため、介護支援専門員の資格を登
録・管理

1
老人福祉施設等整備事
業

14,882 22,484

2
喀痰吸引等実施のため
の研修事業

・指導者養成講習
　「たんの吸引」等の研修に係る指導者の養成講習、研修実施体制の
検討を実施
　【開催回数：養成講習３回、懇談会１回】

委託

直接

直接

・喀痰吸引等管理業務システムの保守、改修
　【委託先：(株）エヌ・ティ・ティ・データ信越】

・認定特定行為従事者及び登録喀痰吸引等事業者等の登録・管理

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

3
国保連苦情処理・事業
者適正化支援事業

補助金
国保連が実施する、介護サービスに対する相談・苦情処理業務にたい
して支援
　【補助件数：１件、補助総額：1,316千円】

2
介護サービス情報の公
表事業

委託
利用者による適切な介護サービスの選択に資するよう、介護サービス
事業所の情報をインターネットにより公表
　【委託先：（福）長野県社会福祉協議会】

千円 千円

・圏域介護保険事業者研修事業
　介護サービスの質の確保等を図るため、10圏域ごとに地域の課題を
踏まえた研修を実施
　【委託先：各圏域介護保険事業者連絡協議会】

・介護保険事業者集団指導
　介護サービスの質の確保等を図るため、サービス種別等ごとに報酬
算定や運営基準等について集団指導を実施
　【指導回数：15回】

委託

直接

委託

委託

委託

直接

千円 千円

細事業
No.

細事業名
Ｈ30年度 Ｒ１年度
決　算 決　算

3 介護サービス質向上推進事業費
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1
地域医療介護総合確保
基金事業

1
地域介護・福祉空間整備
等施設整備補助金

補助金
高齢者施設の防災・減災対策を強化するため、非常用自家発電設備及
び給水設備整備に要する費用の一部を補助
　【非常用自家発電設備整備：9件、補助総額：19,093千円】

8
千円

細事業
No.

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

0 19,093

千円

Ｈ30年度 Ｒ１年度
決　算 決　算

細事業名

地域介護・福祉空間整備等施設整備事業費

3 介護保険料軽減事業 負担金

7
823,470 1,035,175

千円 千円
低所得利用者対策事業費

No. 細事業を構成する主な取組
実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

1
軽費老人ホーム事務費
補助金

補助金
入所者の収入に応じて減免した事務費分を補助
　【28施設、利用者延べ人員13,215人】
　【補助総額：759,231千円】

63保険者による低所得者に対する保険料軽減に対して、軽減分を法定
負担割合により負担
　【負担総額：265,732千円】

2
介護サービス利用者負
担額軽減事業

補助金
低所得者の負担軽減を図るため、介護保険サービス利用料等の負担を
軽減する事業を行う市町村に対し補助
　【補助件数：41件、補助総額：10,212千円】

実施
方法

令和元年度　実施内容（実績）

2,947,807

千円 千円

Ｈ30年度 Ｒ１年度
決　算 決　算

1,289,320

細事業
No.

補助金
介護基盤の充実を図るため、地域密着型介護施設等の整備を支援
　【施設整備20件、施設開設準備27件、台風災害後の再開準備3件】
　【補助総額：894,170千円】

直接
新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、高齢者施設に対してマス
ク等の衛生用品を配布

Ｈ30年度 Ｒ１年度
決　算 決　算

細事業名

直接 地域医療介護総合確保基金事業の実施に必要な経費の積立て、運用

細事業
No.

細事業名

6 地域医療介護総合確保基金事業費

No. 細事業を構成する主な取組

－5－


